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摘　　要
　学習指導要領の改訂に伴い高等学校において必修化されるプログラミング教育への
対応状況をプログラミングに関する教員研修の実施状況で調査した。その結果，高等
学校教員を対象としたプログラミングに関する研修件数は少なく，研修の機会が確保
されているとは言えない状況であった。プログラミング教育が新たに必修とされた共
通教科情報担当教員を対象にした研修では学習指導要領の改訂への対応が見られた
が，研修件数は少なかった。教科指定がない研修の受講対象は小・中学校教員と重複
していることが多く，プログラミング教育の動向や小・中・高等学校のプログラミン
グ教育の連続性等を学ぶ機会となっていた。学習指導要領の改訂に向けてプログラミ
ングに関わる教員を対象とした研修の機会を増加させることが望まれる状況であっ
た。
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１．はじめに
　学習指導要領が2017年及び2018年に改訂され小学校は2020年度に，中学校は2021
年度に全面実施され，高等学校は2022年度から年次進行で実施される。改訂された
学習指導要領（以下，新学習指導要領）では，小・中・高等学校を通じてプログラミ
ング教育の充実が示された1）。小学校ではプログラミング教育が必修化され，中学校
ではプログラミングに関する内容が変更・追加された。高等学校では全ての生徒がプ
ログラミングを学ぶこととされた。各学校種・教科において新たにプログラミング教
育に関わる教員にはプログラミングに関する知識や技能が求められる状況となってい
る。
　小学校では現行の学習指導要領においてプログラミング教育は扱われていない。そ
のため，新学習指導要領に対応したプログラミング教育に関する教員研修の必要性が
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指摘されている。黒田・森山は，小学校教員の多くがプログラミング教育に関する自
己の知識・理解の不足に課題を感じており，研修機会を必要としていることを示し
た2）。安影・新地は，プログラミング教育に自信の乏しい教員ほど研修の効果が大き
かったことからプログラミングに関する研修がプログラミング教育の実践に有効であ
るとした3）。このような状況の下，小学校ではプログラミング教育に対応した取組を
実践し，新学習指導要領の実施に向けた準備が年々進んでいる状況が報告されてい
る4）。
　中学校では，従来の学習指導要領で扱っていた計測・制御のプログラミングに加
え，新学習指導要領においてネットワークを利用した双方向性のあるコンテンツのプ
ログラミングについて学ぶことになっている。これに対し，教室内でのメッセージ交
換を行うプログラムを扱う実践事例が示されている他，小型コンピュータを用いた計
測・制御のプログラミングと双方向コンテンツのプログラミングを融合したプログラ
ミングが提案されている5）。中学校においても新学習指導要領に対応したプログラミ
ング教育への対応が進んでいる。
　高等学校では新学習指導要領において高校生全員が共通教科情報の必履修科目とな
る「情報Ⅰ」を履修することになっている。「情報Ⅰ」ではプログラミングを扱うこ
ととされている。現行の学習指導要領では情報を履修する場合，「社会と情報」と
「情報の科学」のいずれか１科目を選択必履修となっている。このうち「情報の科学」
ではプログラミングを扱うが，「社会と情報」ではプログラミングを扱わない。「情報
の科学」を履修する生徒の割合は情報を学ぶ生徒のうち約２割である6）。また，職業
学科において開設される教科では，選択必履修である情報の科目もしくはこれに代替
する専門教科の科目を履修する。現行の学習指導要領において「情報の科学」を代替
の対象科目としている専門教科は工業のみで，その他の専門教科は「社会と情報」を
代替の対象科目としている。現行の学習指導要領ではプログラミングを扱う「情報の
科学」または「情報の科学」の代替科目を履修する生徒の割合は少ない。
　教員については「高等学校情報科担当教員の現況等に関する調査研究の調査結果」
において，プログラミングの指導に自信を持てないと見られる状況が示されている。
プログラミングを指導している教員は「情報の科学」を指導する教員のうち約60％
である7）。また，情報科担当教員の約75％が情報科または情報関連科目の指導方法や
教材に関する情報の提供について必要としていると回答している。さらに今後の研修
内容・テーマについての要望として「専門的な技術に関する知識や技術（プログラミ
ング等）」が約52％と最も高くなっている。
　これらの状況から情報科担当教員及び情報を代替する科目を実施する教科の教員
は，新学習指導要領におけるプログラミング教育の実践に向けて知識や技能を身に付
けておく必要がある。しかし，教員が採用後に学べる機会は少なく，プログラミング
に関する科目を担当する教員が現状において必要な知識や技能を身に付けているとは
限らない。そこでプログラミング教育の指導に当たり，プログラミングに関する教員
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研修が必要である。知識だけでなく技能を身に付けるための研修では具体的な活用事
例や方法を扱うことが重要である。筆者らの調査では，ICT活用指導力の向上を図る
研修では教科指導に関する研修が効果的であった8）。コンピュータやタブレット等を
扱うことや新たな知識や技能が必要となる内容において，教科指導に関する研修が効
果的であったことから，プログラミング教育についても同様に教科指導に関する研修
が知識や技術の向上には効果的と考えられる。
　教員研修には国レベルの研修や都道府県・指定都市・中核市教育委員会が実施する
研修の他に市町村教育委員会が実施する研修や地域での研修，学校内での研修などが
ある。高等学校教員の主な受講機会は，主に都道府県・指定都市・中核市教育委員会
が実施する研修である。ただし，中核市教育委員会が高校学校教員の研修等を単独で
実施するのは困難であることが多いとされている9）。このことから，都道府県・指定
都市が実施する研修は高等学校教員の知識や技能の向上に重要な研修と言える。
　プログラミング教育に関する実践事例等は小学校において既に多数見られる。しか
し，現状では高等学校を対象にしたプログラミング教育に関する事例を扱った報告等
は少ない状況である。新学習指導要領において高等学校の生徒全員がプログラミング
を履修することになった現在，教員の知識・技能の向上を図ることが必要である。そ
のため，プログラミングに関する研修の果たす役割は重要であり，その実施状況や内
容の傾向を明らかにすることは意義がある。本研究では高等学校を対象としたプログ
ラミング教育に関する研修の都道府県での全国的な傾向を明らかにするために都道府
県教育センターで実施されたプログラミングに関する研修を調査する。
２．新学習指導要領におけるプログラミング教育
　新学習指導要領では，情報活用能力を学習の基盤となる資質・能力と位置付け，教
科横断的に育成する旨が明記されるとともに，小・中・高等学校を通じてプログラミ
ング教育を充実させることが示された。
　小学校では，自分が意図する一連の活動を実現するための論理的な考えをプログラ
ミング的思考と位置付け，プログラミング的思考を育成する教育をプログラミング教
育としている。実施する教科は指定されず，各学校が適切に位置付け，実施すること
が求められている。具体的には，基本的な操作を習得するための学習活動や，プログ
ラミングを体験しながらコンピュータに意図した処理を行わせるために必要な論理的
思考を身に付けさせるための学習活動が示されている。
　中学校では，技術・家庭科の技術分野（以下，技術）において以前から扱っていた
「コンピュータを利用した計測・制御の基本的な仕組みを知ること」が「計測・制御
システムの仕組みを理解し，安全・適切なプログラムの制作，動作の確認及びデバッ
グ等ができること」に変更され，「ディジタル作品の設計・制作」に代えて「ネット
ワークを利用した双方向性のあるコンテンツのプログラミングによる問題の解決」と
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なり，プログラミングに関する内容が追加された。新学習指導要領では仕組みや安
全・適切な制作，動作の確認，デバッグ等が示されておりプログラミングの内容が明
確に示されている。
　高等学校では，情報において共通必履修科目として「情報Ⅰ」が設定され，全ての
生徒がプログラミングを履修する。プログラミングは情報において育成する資質・能
力の３つの柱である「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」「学びに向かう力・人
間性等」のうち，「思考力・判断力・表現力」を育む力の１つとされている10）。「情報
Ⅰ」ではプログラミングに関して，「目的に応じたアルゴリズムを考え表現し，プロ
グラミングによりコンピュータや情報通信ネットワークを活用する力を育む」とされ
ている。また，プログラミングによりコンピュータを活用するとともに，モデル化や
シミュレーションを通して問題の適切な解決方法を考えることも示されている。「情
報Ⅰ」において培った基礎の上に発展的な内容を扱う選択科目として「情報Ⅱ」が設
定されている。「情報Ⅱ」ではプログラミングに関して，情報システムを設計し，構
成するプログラムを制作するなど，情報システムを協働して開発する力を育成するこ
ととされている。
３．調査方法
　本論文では各都道府県で計画されたプログラミングに関する研修の数とその内容を
調査し，高等学校を対象とした研修の状況を明らかにする。調査対象は調査時点で直
近である2018年度に全国の都道府県教育センターで実施されているプログラミング
に関する教員研修とした。本論文で扱う研修は都道府県の各教育センターのWebペー
ジで公表されている情報とした。調査の内容は研修講座名，研修対象となっている学
校種・教科，研修概要等とする。なお，教育センターで実施される教員研修は小・
中・高等学校及び特別支援学校を対象とする場合が多い。このうち特別支援学校は対
象年齢が幅広く，対象年齢の判別が難しい。そのため本研究では小・中・高等学校を
対象とした研修のみを調査対象とする。
　まず，対象学校種・教科別の研修件数を調査する。複数の教科で対象とされている
研修の場合は，該当する学校種・教科全てで数える。このうち新学習指導要領で全員
がプログラミングを扱う教科である情報を対象とした研修と情報以外の教科を対象と
した研修，教科指定がない研修の件数を比較する。
　次に，教科指定がある研修において学校種・教科の指定状況と研修概要等を調べ
る。教科指定がない研修においては学校種の指定状況と研修概要等を調べる。
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４．結果と考察
4.1. 教科別研修件数
　全国の47都道府県教育センターで実施された研修をWebページによって調査した。
その結果，調査したプログラミングに関する研修のうち，高等学校教員を対象とした
研修を実施していたのは33都道府県で，77件実施されていた。高等学校教員がプロ
グラミングに関する研修を受講する機会のない都道府県があり，全国教育センター全
てではプログラミングに関する研修の機会が確保されているとは言えない状況であっ
た。
　対象の教科として指定件数の多かった３つの教科，情報，工業，商業と３つの教科
以外の指定がある研修，教科を指定しない研修それぞれの件数を図１に示す。研修１
件につき複数の教科が指定されている場合，それぞれの教科において１件と数えた。
図１　教科別研修件数
　教科指定がある研修は計36件であるが３教科指定の研修が２件あったため，高等
学校を対象とした77件の研修の半数以下の32件である。教科別研修件数は工業，情
報，商業の順に多かった。この３教科を除く教科指定がある研修には理科，農業，家
庭が１件ずつあり「その他教科指定あり」としてまとめている。なお，同一の内容の
研修を複数回実施する研修はなく，32件32種類の研修であった。
　教科指定なしの研修は45件あり，教科指定がある研修より多かった。ただし，教
科指定がない研修には同一内容の研修を複数回実施している研修が８種類で計26件
含まれており，研修の種類は27種類で教科指定がある研修より少なかった。
　新学習指導要領において全員がプログラミングを学ぶことになる情報に注目する
と，情報を指定した研修は９件であり，研修件数は少ない状況と言える。新学習指導
要領では情報科担当教員のうち選択科目や専門教科のみを扱う一部の教員を除いて，
プログラミングを扱う科目「情報Ⅰ」を担当するため，現状に比べてプログラミング
を教える機会が増える。その対応として情報科担当教員を対象とした研修が確保され
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る必要がある。しかし，現状では情報を対象とした研修は少なく，新学習指導要領に
おけるプログラミング教育への対応が進んでいない可能性があることを示している。
また，専門教科において代替科目を履修する場合にも工業を除いて新たにプログラミ
ングに関する対応が必要である。しかし専門教科の件数も少なく，専門教科における
新学習指導要領のプログラミング教育への対応も進んでいない可能性が高い。
4.2. 教科指定がある研修の実施状況と研修内容
　高等学校を対象とした研修のうち教科指定がある研修32件において，それぞれの
教科指定状況と研修概要等を表１に示す。なお，表１及び次節の表２における研修概
要等は，筆者らが趣旨を要約して記載している。また，高等学校の教科と合わせて
「小学校」「中学校技術」「中学校教科指定なし」にも指定された研修があり，それぞ
れ指定状況を「小」「技」「中」として「他の学校種」に示した。
　情報を指定した研修における研修概要等では，新学習指導要領に関係したプログラ
ミングを扱う研修やビジュアルプログラミング等が見られた。情報を指定した研修の
件数は少ないが，扱っている内容から新学習指導要領に関する内容への対応が進んで
いると考えられる。
　工業を指定した研修では，中学校技術と内容に類似性のある研修が他の教科に比べ
て多かった。工業と中学校技術の重複は５件であり，重複の件数が最も多かった。中
学校の技術では「計測・制御のプログラミング」を扱うため，工業において扱う科目
の内容と類似していると言える。
　商業を指定した研修では，情報や工業，中学校技術と重複指定される研修があっ
た。Webアプリや Javaを扱っており教科におけるプログラミング教育の特徴と見ら
れる。
　その他教科指定ありの研修では理科においてプログラミングを活用する事例が１件
扱われていたが，それ以外は指定された教科の内容を扱っている訳ではなかった。
　教科指定がある研修では，小・中学校と重複して指定されている研修が10件ある。
中でも中学校技術との重複した研修は８件であった。工業との重複が多いが，工業だ
けでなくその他の教科とも重複していた。高等学校の教科だけで複数教科指定がある
研修は１件だけであった。教科指定されていても教科や学校種を限定せずに利用され
る教材やプログラム言語を扱った研修などがあり，指定教科の内容を扱う研修だけで
はなかった。
4.3．教科指定がない研修の内容
　高等学校を対象とした研修のうち教科指定なしの研修45件27種類において，各種
類別の研修実施回数，高等学校と合わせて指定された他の学校種，各研修の概要等を
表２に示す。
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表１　教科指定がある研修の教科指定状況と研修概要等
?????
情
報
工
業
商
業
?????????
?????
研修概要等
研修１ ○ ○ ○ Javaの知識と技術の習得
研修２ ○ 小，技 発達段階に応じたプログラミング教育の指導法
研修３ ○ 次期学習指導要領の「コンピュータとプログラミング」
研修４ ○ 共通教科情報の指導力向上
研修５ ○ 情報科におけるプログラミング教育
研修６ ○ ビジュアルプログラミングの活用
研修７ ○ 新学習指導要領における「情報」の授業
研修８ ○ プログラミング教育
研修９ ○ 共通教科情報におけるアルゴリズムとプログラミングの指導
方法
研修10 ○ ○ ○ 技 情報処理の手順とプログラムの役割や機能の理解
研修11 ○ 技 電子回路とプログラミング
研修12 ○ 技 自動制御や機械保全の理解
研修13 ○ 技 Raspberry Piの概要・基礎，Scratchの基本
研修14 ○ 技 計測・制御に関する電子回路製作とマイコンプログラミング
研修15 ○ 中 スマホアプリに関する技術の習得を通した教科指導
研修16 ○ 教科「工業」における組込み技術
研修17 ○ 次期学習指導要領に基づいた工業の各科目の内容理解
研修18 ○ ロボット制御に関する技術を扱う教科指導
研修19 ○ 工業に関する研修を通した専門教育の指導法の理解
研修20 ○ ラズベリーパイを使ったプログラミングの基礎
研修21 ○ プログラミングとデジタル機器を用いたものづくり
研修22 ○ 電子回路の製作と動作させるためのプログラム作成
研修23 ○ 工業科を対象に情報技術に関する基礎知識及び技術の習得
研修24 ○ マイコンの使用方法を通した指導力の充実
研修25 ○ 技 Webプログラミングの基礎・応用
研修26 ○ 中 プログラミングについて演習を通した実践的指導力の向上
研修27 ○
商業科におけるプログラミング分野に関する知識・技能の向
上
研修28 ○
Webアプリ開発を通した商業科で行うプログラミングの指
導法
研修29 ○ 商業科教員のプログラミング指導力の向上
研修30 ○ Javaによるシステム開発講座の指導者育成
研修31 ○ 技 新学習指導要領を踏まえた授業改善を図る指導力の向上
研修32 ○ グラフ化と数値シミュレーションの習得
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表２　教科指定がない研修の研修実施回数と研修概要等
????????????????
研修概要等
研修33 1 技
アルゴリズムとプログラム学習の指導法，アンプラグドプログラ
ミングの体験
研修34 8 小，中
教育の情報化に向けた組織作りにリーダーシップを発揮できる人
材の育成
研修35 5 小，中 小学校におけるプログラミングの指導，プログラミング体験実習
研修36 3 小，中
初心者を想定したプログラミング教材でのプログラミング的思考
の育成
研修37 2 小，中 基本的なプログラミング・簡単な教材の作成
研修38 2 小，中 プログラミングの教材作成と指導の注意点
研修39 2 小，中 アイデアを形にするためのプログラミング
研修40 2 小，中
小学校段階のプログラミング教育。プログラミング的思考を育む
プログラミング体験
研修41 2 小，中 教育用プログラミング言語の操作方法
研修42 1 小，中
プログラミング的思考を育むプログラミング教育，プログラミン
グソフトの操作
研修43 1 小，中
Arduino開発環境と基本的な使い方・校種に応じた教材及び授業
展開案の作成
研修44 1 小，中 学力向上のための ICT活用とプログラミング教育
研修45 1 小，中 Excel VBAに関する基礎的な知識と技術の習得
研修46 1 小，中
学習指導要領改訂とプログラミング教育・プログラミング教育の
実践
研修47 1 小，中 ビジュアルプログラミング，アンプラグドプログラミングの体験
研修48 1 小，中 子供向けプログラミング言語を活用したプログラミング学習
研修49 1 小，中 簡単な数値シミュレーション。C言語で行うプログラミング
研修50 1 小，中 マクロ VBA（Excel）
研修51 1 小，中 Excel VBAマクロ
研修52 1 小，中 プログラミング教育学習会
研修53 1 小，中
ビジュアルプログラミング体験を通してプログラミング教育に必
要な知識技能の習得
研修54 1 小，中
プログラミング経験のない教員を対象としたビジュアルプログラ
ミング体験
研修55 1 小，中
プログラミング的思考などの基本事項の理解とプログラミング授
業の体験
研修56 1 小，中 プログラミングでロボット制御
研修57 1 小，中 IoT時代のプログラミング教育の研修
研修58 1 小，中 プログラミング教育に関する講義・演習
研修59 1 小，中
論理的思考力を育むなどプログラミング教育の目的を実現するた
めの授業の在り方
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　27種類の研修の中で中学校技術と高校教科指定なしの指定の１件を除く全ての研
修は小学校と中学教科指定なし，高校教科指定なしという指定状況であった。研修概
要等では教育の情報化を扱う研修の中でプログラミングを扱う研修やプログラミング
の体験，プログラミングの初歩的内容を扱う研修が見られた。マイクロコンピュータ
の活用や専門的なプログラミング言語を扱う研修も実施されていたがその件数，種類
とも少なかった。現行学習指導要領において小学校ではプログラミングを扱っていな
いにもかかわらず，研修の対象として小学校が指定されていることから，教科指定な
しの研修の多くは小学校の新学習指導要領に対応した内容を扱っていると言える。
　教科指定なしの研修は，高等学校の教科におけるプログラミングを扱わないが，小
学校でのプログラミング教育の動向やプログラミング教育の校種間の連続性を学ぶ意
義があるために対象としていると考えられる。また，教員が自分の知識や技能に応じ
て幅広い研修を受講できる状況とするためにも教科指定なしの研修も高等学校教員が
受講できる機会を確保していることが望ましい。
５．まとめ
　高等学校教員を対象にしたプログラミングに関する研修を調査した結果，次のこと
がわかった。まず，高等学校におけるプログラミング教育に関する研修は新学習指導
要領の実施に向けて準備の進んでいる都道府県もあるが，全体的に研修件数が少なく
進んでいない都道府県が多くあった。教科指定がある研修では，新学習指導要領にお
いてプログラミング教育が必履修となる情報を指定した研修は少なかったが，情報指
定の研修では新学習指導要領への対応が見られた。プログラミングを扱う内容への対
応が必要な専門教科を含めてプログラミング教育の実施に向けた研修機会を増やす必
要がある。
　教科指定がない研修では高等学校の教科におけるプログラミングの指導にはあまり
関係がなかった。しかし他の校種で扱われているプログラミング教育の状況を知る
他，教員が自分自身の知識や技能に応じて研修講座を選択することが可能になってい
た。
　新学習指導要領の実施に向けて，教員の知識や技術に応じたプログラミングに関す
る研修機会の増加が必要な状況である。
付　　記
　本論文の一部は，日本情報科教育学会第12回全国大会（2019年７月21日，福岡県）
で発表した11）。
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